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【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 233,482,348   固定負債 111,972,460

    有形固定資産 190,956,799     地方債等 84,727,718

      事業用資産 97,944,454     長期未払金 2,908

        土地 44,897,120     退職手当引当金 6,997,994

        立木竹 1,122     損失補償等引当金 -

        建物 109,865,950     その他 20,243,840

        建物減価償却累計額 -63,741,399   流動負債 10,224,114

        工作物 6,901,608     １年内償還予定地方債等 8,327,971

        工作物減価償却累計額 -3,890,542     未払金 404,754

        船舶 -     未払費用 21,341

        船舶減価償却累計額 -     前受金 3,003

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 676,381

        航空機 -     預り金 340,417

        航空機減価償却累計額 -     その他 450,247

        その他 171,934 負債合計 122,196,574

        その他減価償却累計額 -12,218 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,750,879   固定資産等形成分 241,925,512

      インフラ資産 85,054,382   余剰分（不足分） -104,500,729

        土地 13,410,938   他団体出資等分 -

        建物 7,390,124

        建物減価償却累計額 -4,390,735

        工作物 138,988,288

        工作物減価償却累計額 -72,488,580

        その他 102,478

        その他減価償却累計額 -30,770

        建設仮勘定 2,072,639

      物品 19,834,488

      物品減価償却累計額 -11,876,526

    無形固定資産 31,742,056

      ソフトウェア 185,230

      その他 31,556,826

    投資その他の資産 10,783,493

      投資及び出資金 260,729

        有価証券 1,144

        出資金 259,584

        その他 -

      長期延滞債権 596,609

      長期貸付金 14,900

      基金 9,925,769

        減債基金 -

        その他 9,925,769

      その他 8,466

      徴収不能引当金 -22,979

  流動資産 26,139,009

    現金預金 16,246,686

    未収金 728,367

    短期貸付金 801

    基金 8,442,363

      財政調整基金 7,882,512

      減債基金 559,851

    棚卸資産 70,892

    その他 675,523

    徴収不能引当金 -25,624

  繰延資産 - 純資産合計 137,424,783

資産合計 259,621,357 負債及び純資産合計 259,621,357

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 23,409

    その他 1,430

純行政コスト 68,725,832

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,647

  臨時利益 24,840

  臨時損失 108,130

    災害復旧事業費 60,812

    資産除売却損 45,671

    使用料及び手数料 6,077,682

    その他 3,029,132

純経常行政コスト 68,642,542

      社会保障給付 6,332,411

      その他 309,989

  経常収益 9,106,814

        その他 714,118

    移転費用 45,157,160

      補助金等 38,514,760

      その他の業務費用 1,285,367

        支払利息 547,445

        徴収不能引当金繰入額 23,804

        維持補修費 3,149,691

        減価償却費 8,522,609

        その他 -

        その他 936,457

      物件費等 22,189,622

        物件費 10,517,322

        職員給与費 7,441,100

        賞与等引当金繰入額 658,537

        退職手当引当金繰入額 81,112

  経常費用 77,749,356

    業務費用 32,592,196

      人件費 9,117,207

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 136,679,801 248,649,236 -111,969,434 -

  純行政コスト（△） -68,725,832 -68,725,832 -

  財源 69,435,715 69,435,715 -

    税収等 43,821,622 43,821,622 -

    国県等補助金 25,614,093 25,614,093 -

  本年度差額 709,883 709,883 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,639,758 1,639,758

    有形固定資産等の増加 6,161,267 -6,161,267

    有形固定資産等の減少 -8,522,123 8,522,123

    貸付金・基金等の増加 2,182,146 -2,182,146

    貸付金・基金等の減少 -1,461,048 1,461,048

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -5,003,027 -5,003,027

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -6,170 -2,075 -4,095 -

  その他 5,044,296 -78,864 5,123,160

  本年度純資産変動額 744,982 -6,723,723 7,468,705 -

本年度末純資産残高 137,424,783 241,925,512 -104,500,729 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 277,822

本年度歳計外現金増減額 -56

本年度末歳計外現金残高 277,766

本年度末現金預金残高 16,246,686

財務活動収支 -988,398

本年度資金収支額 -579,836

前年度末資金残高 16,554,983

比例連結割合変更に伴う差額 -6,227

本年度末資金残高 15,968,920

    地方債等償還支出 8,368,915

    その他の支出 17,019

  財務活動収入 7,397,536

    地方債等発行収入 6,703,337

    その他の収入 694,199

    資産売却収入 23,378

    その他の収入 486,623

投資活動収支 -5,969,983

【財務活動収支】

  財務活動支出 8,385,934

    その他の支出 292,500

  投資活動収入 2,648,775

    国県等補助金収入 681,272

    基金取崩収入 1,447,121

    貸付金元金回収収入 10,383

  投資活動支出 8,618,759

    公共施設等整備費支出 6,531,407

    基金積立金支出 1,784,092

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 10,760

    災害復旧事業費支出 60,812

    その他の支出 34,418

  臨時収入 5,142

業務活動収支 6,378,545

【投資活動収支】

    税収等収入 42,684,480

    国県等補助金収入 24,927,680

    使用料及び手数料収入 5,762,755

    その他の収入 2,254,578

  臨時支出 95,230

    移転費用支出 45,178,295

      補助金等支出 38,514,760

      社会保障給付支出 6,332,411

      その他の支出 331,125

  業務収入 75,629,493

    業務費用支出 23,982,564

      人件費支出 9,020,899

      物件費等支出 13,708,456

      支払利息支出 547,445

      その他の支出 705,764

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 69,160,859
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連結財務書類における注記 
 

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 子会社・関連会社株式･･･････････････････････････････取得価額 

    ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。 

② その他有価証券･････････････････････････････････････出資金額 

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。 

③ 出資金･････････････････････････････････････････････取得原価 

ただし、実質価額の低下割合が３０％以上である場合、強制評価減を行っています。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法 
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⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（※）･･･････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  ３年～６０年 

工作物 ３年～７５年 

物品  ２年～１７年 

ただし、一部の連結対象団体の一部資産は取替法によっています。 

② 無形固定資産･････････････････････････････････････定額法 

  ※リース期間が1年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係 

るリース資産を除く。 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率等により徴収不能見込額を

計上しています。ただし、一部の連結対象団体については、一般債権は貸倒実績率により、破産

更生債権等は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から愛媛県市町総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に

対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、愛媛県市町総合事務組合における積立

金額の運用益のうち四国中央市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

ア リース期間が1年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のリース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期

間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 
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⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

   該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

   該当なし 

 

４ 偶発債務 

   該当なし 

 

５ 追加情報 

⑴ 連結対象団体（会計） 

   団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

１ 愛媛地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.3％ 

２ 愛媛県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.4％ 

３ 
愛媛県市町総合事務組合 

(退職手当事務会計) 
一部事務組合・広域連合 みなし連結 ― 

４ 
愛媛県市町総合事務組合 

(消防災害補償事業会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 11.2％ 

５ （株）四国中央テレビ 第三セクター等 比例連結 25.0％ 

６ 宇摩森林組合 第三セクター等 比例連結 26.7％ 

７ (株)やまびこ 第三セクター等 全部連結 ― 

８ (株)四国中央市総合サービスセンター 第三セクター等 全部連結 ― 

９ (財)四国中央市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 ― 

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。 

  連結方法は次の通りです。 

   ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象として

おります。 

   ② 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体について全部連結の対象としております。 
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⑵ 出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

- 8 -



①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

前
年

度
末

残
高

（
A

）
本

年
度

増
加

額
（
B

）
本

年
度

減
少

額
（
C

）

本
年

度
末

残
高

（
A

)＋
（
B

)-
（
C

)
（
D

）

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計

額
（
E
)

本
年

度
償

却
額

（
F
)

差
引

本
年

度
末

残
高

（
D

)－
（
E
)

（
G

)

1
6
7
,1

0
9
,8

5
3

3
,3

1
8
,6

0
4

4
,8

3
9
,8

4
4

1
6
5
,5

8
8
,6

1
3

6
7
,6

4
4
,1

5
9

3
,0

2
1
,1

8
3

9
7
,9

4
4
,4

5
4

4
9
,3

4
0
,1

5
3

5
8
,0

7
8

4
,5

0
1
,1

1
2

4
4
,8

9
7
,1

2
0

-
-

4
4
,8

9
7
,1

2
0

1
,1

1
6

1
1

4
1
,1

2
2

-
-

1
,1

2
2

1
0
7
,3

2
4
,1

4
4

2
,6

6
7
,8

4
6

1
2
6
,0

4
0

1
0
9
,8

6
5
,9

5
0

6
3
,7

4
1
,3

9
9

2
,5

9
1
,5

1
1

4
6
,1

2
4
,5

5
1

6
,7

4
1
,2

9
3

1
6
1
,6

9
1

1
,3

7
6

6
,9

0
1
,6

0
8

3
,8

9
0
,5

4
2

4
2
2
,7

2
8

3
,0

1
1
,0

6
6

-
-

-
-

-
-

-

-
-

-
-

-
-

-

-
-

-
-

-
-

-

1
7
1
,3

2
4

2
,2

3
8

1
,6

2
8

1
7
1
,9

3
4

1
2
,2

1
8

6
,9

4
4

1
5
9
,7

1
6

3
,5

3
1
,8

2
3

4
2
8
,7

4
0

2
0
9
,6

8
4

3
,7

5
0
,8

7
9

-
-

3
,7

5
0
,8

7
9

1
6
0
,2

9
5
,8

0
5

3
,2

0
8
,8

0
2

1
,5

4
0
,1

4
1

1
6
1
,9

6
4
,4

6
7

4
8
,6

2
5
,1

1
2

1
,6

5
5
,9

1
1

8
5
,0

5
4
,3

8
2

1
3
,2

2
4
,5

9
7

1
8
6
,3

4
1

-
1
3
,4

1
0
,9

3
8

-
-

1
3
,4

1
0
,9

3
8

7
,3

8
6
,2

8
5

3
,8

3
9

-
7
,3

9
0
,1

2
4

4
,3

9
0
,7

3
5

1
3
1
,8

9
4

2
,9

9
9
,3

8
9

1
3
6
,6

4
9
,1

5
2

2
,3

5
0
,7

3
4

1
1
,5

9
9

1
3
8
,9

8
8
,2

8
8

7
2
,4

8
8
,5

8
0

3
,1

3
9
,1

6
1

6
6
,4

9
9
,7

0
8

1
0
2
,4

7
8

-
-

1
0
2
,4

7
8

3
0
,7

7
0

7
,7

7
9

7
1
,7

0
9

2
,9

3
3
,2

9
3

6
6
7
,8

8
8

1
,5

2
8
,5

4
2

2
,0

7
2
,6

3
9

-
-

2
,0

7
2
,6

3
9

1
9
,3

4
4
,9

8
4

1
,2

9
0
,8

2
4

8
0
1
,3

2
0

1
9
,8

3
4
,4

8
8

1
1
,8

7
6
,5

2
6

9
4
2
,5

7
0

7
,9

5
7
,9

6
2

3
4
6
,7

5
0
,6

4
2

7
,8

1
8
,2

3
0

7
,1

8
1
,3

0
5

3
4
7
,3

8
7
,5

6
8

1
2
8
,1

4
5
,7

9
7

5
,6

1
9
,6

6
5

1
9
0
,9

5
6
,7

9
9

合
計

 物
品

　
　

船
舶

　
　

浮
標

等

　
　

航
空

機

　
　

そ
の

他

　
　

建
設

仮
勘

定

イ
ン

フ
ラ

資
産

　
　

土
地

　
　

建
物

　
　

工
作

物

　
　

そ
の

他

　
　

建
設

仮
勘

定

　
　

工
作

物

【
様

式
第

５
号

】

附
属

明
細

書
（
連

結
会

計
）

１
．

貸
借

対
照

表
の

内
容

に
関

す
る

明
細

※
下

記
以

外
の

資
産

及
び

負
債

の
う

ち
、

そ
の

額
が

資
産

総
額

の
1
0
0
分

の
5
を

超
え

る
科

目
に

つ
い

て
も

作
成

す
る

。

（
１

）
資

産
項

目
の

明
細

区
分

 事
業

用
資

産

 土
地

　
　

立
木

竹

　
　

建
物
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